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は じ め に 

翠川 三郎 

東京工業大学都市地震工学センター副センター長・同大学総合理工学研究科教授 

 

 

首都圏では近い将来Ｍ７クラスの直下地震の発生が懸念されており、これが発生すれば、

様々な種類の大量な被害が生ずるものと予想されています。そこで、このような首都圏での震

災に対するあらゆる面でのダメージの軽減を目指し、本センターでは平成 17 年度より 5 年間

の予定で「首都圏大震災軽減のための実践的都市地震工学研究の展開」と題するプロジェクト

を実施しています。 

現在、震災対策については防災行政機関や大学等において各々個別に特化された対策、研究

が行われています。しかしながら社会全体として震災ダメージの軽減をはかるためには、個別

に行うだけでは限界があり、これら個別の対策、研究を有機的に連携させ総合的に対応する必

要があります。そこで、本プロジェクトでは、本学の都市地震工学センターを核として、東京

大学、首都大学東京、千葉大学などの周辺大学及び防災行政機関と連携しながら、安心安全な

社会の実現のため、実践的研究を推し進めています（下図参照）。 

本プロジェクトでは、首都圏震災軽減のため、1)首都圏で想定すべき地震の詳細シナリオ、

2)高精度のシミュレーション技術による地震被害想定手法、3)木造住宅の制振補強技術、4)

免震および制振構造の設計法、5)都市内滞留者の予測と対策立案の支援、6)被害想定結果など

を反映した合理的な復旧復興計画の策定、7)地震防災教育プログラム、8)インターネットによ

る成果の発信方法、などの項目について研究を進めています。 

本シンポジウムでは、本プロジェクトでの研究成果のいくつかを報告した上で、防災行政に

関わる方々も加えたパネルディスカッションで、「首都直下地震に対してどう備えていくべき

か」を皆さんとともに考えていきたいと思っています。 

 

 

図 東工大都市地震工学センターにおける首都圏大震災軽減のためのプロジェクト

首都圏 
周辺大学 
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研究報告１ 

首都直下地震と想定される被害／混乱 

 

 

 

大堀 道広 

東京工業大学都市地震工学センター研究員 
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棟
、
建

物
火

災
3棟

•
都
市
機
能
に
対
す
る
影
響
（
間
接
的
な
被
害
）

–
約

6万
４
千

台
に
及

ぶ
エ
レ
ベ
ー
タ
の

停
止

•
エ
レ
ベ
ー
タ
内

の
閉

じ
込

め
事

故
78

件

–
鉄
道
の
一
部
路
線
で
数
時
間
に
及
ぶ
運
行
停
止

（
20

05
年

10
月

18
日

内
閣

府
発

表
の

資
料

よ
り
）

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓
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あ
る
鉄

骨
造

建
物

の
地

震
直

後
の

状
況

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
第

7回
東

工
大

防
災

セ
ミ
ナ
ー
資

料
，

20
06

年
よ
り
）

22
鉄
道
の
運
行
停
止
時
間

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
高

浜
・
他

，
地

域
安

全
学

会
論

文
集

，
20

06
年

よ
り
）

23
鉄
道
の
運
行
停
止
時
間
（
都
心
部
の
拡
大
版
）

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
高

浜
・
他

，
地

域
安

全
学

会
論

文
集

，
20

06
年

よ
り
）

24

地
震

時
の

鉄
道

の
運

行
規

制
法

二
段

階
で
規

制
す
る
場

合
の

例
A

)
地

震
動

指
標

が
第

一
の

基
準

値
（
例

え
ば

震
度

4と
か

40
ga

l）
の

揺
れ

を
記

録
し
た

場
合

、
列

車
を
停

止
す
る
。

–
そ
の

後
、
一

定
時

間
が

経
過

し
て
も
、
第

二
の

基
準

値
（
例

え
ば

震
度

5と
か

10
0g

al
）
の

揺
れ

を
感

知
し
な
け
れ

ば
、
所

定
の

点
検

報
告

を
待

っ
て
、
注

意
運

転
速

度
（
25

km
/h
以

下
）
で
の

運
転

再
開

を
行

う
。

–
全

列
車

（
点

検
員

が
添

乗
す
る
場

合
も
あ
る
）
は

目
視

点
検

を
行

い
な
が

ら
、
先

行
列

車
の
位
置
ま
で
の
移
動
を
繰
り
返
す
。

–
全
線
を
列
車
が
通
過
し
、
問
題
が
無
け
れ
ば
、
全
線
異
常
無
し
と
し
て
、
運
転
規
制
を
緩

和
・
解
除
す
る
。

B
)

地
震

動
指

標
が

第
二

の
基

準
値

（
例

え
ば

震
度

5と
か

10
0g

al
）
の

揺
れ

を
記

録
し

た
場

合
、
全

線
も
し
く
は

地
震

計
が

代
表

す
る
区

間
を
巡

回
点

検
す
る
。
［
徒

歩
点

検
も
し
く
は

レ
ー
ル

上
を
走

行
す
る
専

用
車

に
添

乗
し
て
実

施
］

–
点

検
が

終
了

次
第

、
A

)と
同
様
に
注
意
運
転
に
よ
る
運
転
再
開
を
行
う
。

最
近
で
は
緊
急
地
震
速
報
も
利
用
！

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
第

7回
東

工
大

防
災

セ
ミ
ナ
ー
資

料
，

20
06

年
よ
り
）
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東

京
都

に
お
け
る
震

度
と
エ
レ
ベ
ー
タ
の

停
止

率

エ
レ
ベ
ー
タ
の

停
止

率
(%

)
震

度

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
第

7回
東

工
大

防
災

セ
ミ
ナ
ー
資

料
，

20
06

年
よ
り
）

26

地
震

時
管

制
運

転
装

置

基
本
的
な
管
制
方
法

•
二

つ
の

基
準

値
を
用

い
て
運

転
–

第
一

の
基

準
値

（
震

度
1〜

3相
当
）

–
第

二
の

基
準

値
（
震

度
4程

度
以

上
）

•
第
一
の
基
準
値
（
震
度

1〜
3相

当
）
の
揺
れ
を
感
知

–
エ
レ
ベ
ー
タ
を
最

寄
り
の

階
に
停

止
す
る
。

–
そ
の

後
、
一

定
時

間
が

経
過

し
て
も
、
第

二
の

基
準

値
（
震

度
4程

度
以

上
）
の

揺
れ

を
感

知
し
な
け
れ

ば
、
自

動
的

に
管

制
運

転
を
解

除
し
、
通

常
運

転
に
戻

る
。

•
第
二
の
基
準
値
（
震
度

4程
度
以
上
）
の
揺
れ
を
感
知

–
エ
レ
ベ
ー
タ
を
最

寄
り
の

階
に
停

止
し
た
状

態
で
、
運

転
を
停

止
す
る
。

–
エ
レ
ベ
ー
タ
の

運
転

再
開

に
は

、
点

検
員

に
よ
る
手

動
復

旧
が

必
要

と
な
る
。

（
東

芝
エ
レ
ベ
ー
タ
株

式
会

社
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参

照
）

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
第

7回
東

工
大

防
災

セ
ミ
ナ
ー
資

料
，

20
06

年
よ
り
）

27

（
内

閣
府

中
央

防
災

会
議

「
首

都
直

下
地

震
対

策
専

門
調

査
会

」
の

開
示

資
料

を
参

照
）

エ
レ
ベ
ー
タ
の

停
止

状
況

•
保
守
台
数

22
7,

00
0台

［
点
検
員

2,
60

0人
］

（
地
震
時
管
制
運
転
装
置
付
き

14
4,

00
0台

）

–
装
置
が
作
動
し
運
転
停
止

64
,0

00
台

（
一

部
を
除

き
ほ

ぼ
24
時

間
内

に
復

旧
）

•
閉

じ
込

め
台

数
78

台

–
地
震
時
管
制
運
転
装
置
付
き

73
台

（
救

出
時

間
は

、
平

均
約

50
分

、
最

大
17

0分
）

•
部
品
の
故
障
・
損
傷
等

44
台

（
20

05
年

7月
29

日
国

土
交

通
省

の
公

表
資

料
を
参

照
）

東
京

湾
北

部
の

地
震

が
発

生
し
た
ら
、
エ
レ
ベ
ー
タ
は

？

30
0,

00
0台

が
運

転
停

止
12

,5
00
人

の
閉

じ
込

め

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
第

7回
東

工
大

防
災

セ
ミ
ナ
ー
資

料
，

20
06

年
よ
り
）

点
検

員
が

す
ぐ

に
来

ら
れ

な
い

状
況

も
．

．
．

28

エ
レ
ベ
ー
タ
利

用
の

際
の

心
得

•
乗
る
前
に
で
き
る
危
険
回
避
策

–
混

み
合

う
エ
レ
ベ
ー
タ
に
は

乗
ら
ず
に
、
次
の

1本
を
待
つ
余
裕
を
も

と
う
！

–
地

震
発

生
後

は
、
（
高

層
階

に
い
て
も
）
避

難
用

に
エ
レ
ベ
ー
タ
を
利

用
し
て
は

い
け
な
い
！

–
普

段
利

用
す
る
エ
レ
ベ
ー
タ
が

最
寄

り
の

階
に
止

ま
る
最

新
式

の
も

の
か

ど
う
か

を
把

握
し
て
お
こ
う
！

–
乗

る
前

に
ト
イ
レ
に
行

っ
て
お
こ
う
！

•
エ
レ
ベ
ー
タ
に
閉

じ
こ
め
ら
れ

た
場

合
–
非

常
ボ
タ
ン
を
押

し
続

け
、
非

常
電

話
（
イ
ン
タ
ー
ホ
ン
）
で
救

出
を

呼
び
か

け
よ
う
！

–
救

助
が

来
る
ま
で
は

、
体

力
を
消

耗
し
な
い
よ
う
に
し
よ
う
！

（
株
式
会
社

レ
ス
キ
ュ
ー
ナ
ウ
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
）

20
07

年
千

葉
県

北
西

部
を
震

央
と
す
る
地

震
か

ら
の

教
訓

（
第

7回
東

工
大

防
災

セ
ミ
ナ
ー
資

料
，

20
06

年
よ
り
）
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講
演

の
し
お
り

1.
我

々
を
取

り
巻

く
地

震
環

境

2.
首

都
圏

で
懸

念
さ
れ

る
地

震
と
地

震
動

3.
想

定
さ
れ

る
被

害
と
発

生
す
る
混

乱
a.

東
京
湾
北
部
地
震
（
M

7.
3）
に
対
す
る
被
害
想
定

b.
最
近
の
地
震
（
M

6）
が
も
た
ら
し
た
首
都
圏
で
の
混
乱

c.
予
期
せ
ぬ
激
し
い
揺
れ
の
中
で
何
が
で
き
る

?

4.
雑

感
～

ま
と
め
に
代

え
て
～

予
期

せ
ぬ

激
し
い
揺

れ
の

中
で
何

が
で
き
る
？

地
震

が
来

る
ま
で
の

時
間

を
大

切
に
し
よ

う
！

30

長
周

期
地

震
動

に
対

す
る
超

高
層

建
物

内
の

様
子

想
定

東
海

地
震

に
よ
る
新

宿
の

30
階

建
て
建

物
の

オ
フ
ィ
ス
内

の

地
震

応
答

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

震
度

6
強

最
大
加
速
度

約
4
0
0
ga
l

最
大
速
度

約
1
8
0
ki
n
e

最
大

変
位

約
1
0
0
c
m

（
正

月
・
他

，
日

本
建

築
学

会
構

造
系

論
文

集
，

20
07
年

よ
り
）

予
期

せ
ぬ

激
し
い
揺

れ
の

中
で
何

が
で
き
る
？

約
90

秒
間

約
18

0k
in

e

N
S成

分
速
度
波
形

31

長
周

期
地

震
動

に
対

す
る
超

高
層

建
物

内
の

様
子

(a
)揺

れ
る
前

(c
)揺

れ
が

最
も
激

し
い
時

(b
)揺

れ
始
め
の
頃

(d
)揺

れ
が
ほ
ぼ
終
わ
っ
た
時

（
正

月
・
他

，
日

本
建

築
学

会
構

造
系

論
文

集
，

20
07
年

よ
り
）

予
期

せ
ぬ

激
し
い
揺

れ
の

中
で
何

が
で
き
る
？

32

講
演

の
し
お
り

1.
我

々
を
取

り
巻

く
地

震
環

境

2.
首

都
圏

で
懸

念
さ
れ

る
地

震
と
地

震
動

3.
想

定
さ
れ

る
被

害
と
発

生
す
る
混

乱
a.

東
京
湾
北
部
地
震
（
M

7.
3）
に
対
す
る
被
害
想
定

b.
最
近
の
地
震
（
M

6）
が
も
た
ら
し
た
首
都
圏
で
の
混
乱

c.
予
期
せ
ぬ
激
し
い
揺
れ
の
中
で
何
が
で
き
る

?

4.
雑

感
～

ま
と
め
に
代

え
て
～

ま
と
め
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4.
雑

感
～

ま
と
め
に
代

え
て
～

•
最
近
の

M
6ク

ラ
ス
の

地
震

の
経

験
と
教

訓
と
し
て

–
震
度

4～
5の

揺
れ

が
首

都
圏

に
大

き
な
混

乱
を
与

え
る
こ
と
を
経

験
し
、
日

頃
、

我
々

が
利

用
す
る
都

市
機

能
の

利
便

性
の

影
に
隠

れ
た
リ
ス
ク
の

大
き
さ
を
考

え
さ
せ

ら
れ

ま
し
た
。

–
ま
た
、
私

た
ち
が

首
都

圏
で
分

刻
み

の
予

定
を
立

て
て
縦

へ
横

へ
と
移

動
す
る
手

段
と
し
て
エ
レ
ベ
ー
タ
や

鉄
道

が
あ
り
、
当

然
の

こ
と
な
が

ら
、
そ
の

安
全

確
認

は
人

の
力

に
ゆ
だ
ね

ら
れ

て
い
る
こ
と
を
再

認
識

し
ま
し
た
。

•
M

7ク
ラ
ス
の
地
震
に
対
し
て

–
現

在
、
懸

念
さ
れ

て
い
る

M
7ク

ラ
ス
の

首
都

直
下

地
震

は
、
震

度
6の

揺
れ

を
広

範
囲

に
も
た
ら
す
こ
と
が

予
測

さ
れ

て
お
り
、

M
6ク

ラ
ス
の

地
震

と
は

比
較

に
な
ら

な
い
大

き
な
被

害
と
混

乱
が

発
生

す
る
と
考

え
ら
れ

ま
す
。

–
将

来
の

地
震

発
生

に
際

し
て
想

定
さ
れ

得
る
事

態
を
、
私

た
ち
が

自
分

に
も
関

わ
る
こ
と
と
し
て
受

け
止

め
、
納

得
し
た
上

で
、
災

害
軽

減
に
向

う
最

初
の

一
歩

を
踏

み
出

す
こ
と
が

重
要

で
あ
る
と
感

じ
て
お
り
ま
す
。

ま
と
め

34

謝
辞

•
今

回
の

講
演

で
は

、
講

演
内

容
を
可

能
な
限

り
充

実
さ
せ

る
た
め
に
、
多

く
の

方
々

の
資

料
を
借

用
し
た
り
、

参
照

さ
せ

て
頂

き
ま
し
た
。
そ
れ

ぞ
れ

の
掲

載
箇

所
に
て
出

典
を
明

ら
か

す
る
と
と
も
に
、
こ
こ
に
記

し
て
感

謝
申

し
上

げ
ま
す
。

謝
辞
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首都直下地震による住宅喪失の問題 

 

 

 

佐藤 慶一 

東京工業大学都市地震工学センター研究員 



1

首
都
直
下
地
震

首
都
直
下
地
震

に
よ
る

に
よ
る

住
宅
喪
失
の
問
題

住
宅
喪
失
の
問
題

佐
藤
慶
一
，
中
林
一
樹
，
翠
川
三
郎

佐
藤
慶
一
，
中
林
一
樹
，
翠
川
三
郎

（
東
京
工
業
大
学
都
市
地
震
工
学
セ
ン
タ
ー
）

（
東
京
工
業
大
学
都
市
地
震
工
学
セ
ン
タ
ー
）

2

目
次

１
．
首

都
直

下
地

震
－

住
宅

被
害

と
復

旧
・
復

興

２
．
社

会
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
応

急
居

住
状

況
予

測

３
．
今

後
の

研
究

課
題

3
中

央
防

災
会

議
伊

藤
座

長
説

明
資

料
（
平

成
17

年
6月

）
ht

tp
://

w
w

w
.b

ou
sa

i.g
o.

jp
/c

hu
bo

u/
13

/s
et

um
ei

-s
iry

o1
a.

pd
fよ

り

計
85
万
棟
の
全
壊
・
全
焼

4

我
が
国
の
災
害
後
の
避
難
空
間
推
移
の
プ
ロ
セ
ス

緊
急
避
難

応
急
避
難

応
急
居
住

恒
久
居
住

緊
急
避
難
場
所

広
域
避
難
地

公
民
館
な
ど

知
人
宅

借
家
確
保

避
難
所

体
育
館
な
ど

知
人
宅
寄
留

借
家
確
保

自
力
仮
設
建
設

応
急
仮
設
住
宅

自
力
建
設
購
入

借
家
確
保
な
ど

公
営
住
宅
な
ど

室
崎

益
輝

他
(1

99
4)
「
大

災
害

時
の

応
急

仮
設

住
宅

供
給

に
関

す
る
研

究
」
日

本
建

築
学

会
近

畿
支

部
研

究
報

告
集

p7
61

-7
64

を

ベ
ー
ス
に
佐

藤
が

一
部

加
筆

修
正

し
作

成

（
直

後
）

（
１
ヶ
月

ま
で
）

（
2年

）
（

?年
）
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阪
神
大
震
災
と
首
都
直
下
地
震
の
比
較

阪
神
・
淡
路
大
震
災

–
被

害
・
避

難

•
全

壊
約

10
万

棟
（
約

18
万

世
帯

）

•
半

壊
約

14
万

棟
（
約

27
万

世
帯

）

•
避

難
者

数
：
約

32
万

人

–
応

急
住

宅
：
公

的
支

援
約

6万
2千

戸

•
仮

設
住

宅
約

5万
戸

•
公

営
住

宅
一

時
利

用
約

1万
2千

戸

•
民
間
ア
パ
ー
ト
借
り
上
げ
約

20
0戸

–
ひ
ょ
う
ご
住

宅
復

興
3年

計
画

•
計

画
戸

数
：
12

万
5千

戸

–
住
宅
金
融
公
庫
お
よ
び
基
金
事

業
に
よ
る
支

援
：
約

8万
3千

戸

–
災

害
復

興
公

営
住

宅
：
約

4
万

2
千

戸

–
他
に
公
団
・
公
社
・
復
興
準
公
営

住
宅
等
：
約

3万
戸

東
京
湾
北
部
地
震

M
7.

3
–

被
害

・
避

難

•
全

壊
85

万
棟

(約
16

0万
世

帯
)

•
半

壊
??
万

棟
（
約

??
万

世
帯

）

•
避

難
者

数
：
70

0万
人

–
応

急
住

宅
：
公

的
支

援
50

万
？

•
仮

設
住

宅
：
約

12
万

戸
（
半

年
）

•
公

営
住

宅
一

次
利

用
：
数

万
戸

•
民
間
ア
パ
ー
ト
借
上
げ
：
？

–
住

宅
復

興

•
計

画
戸

数
：
10

0万
戸

？

？

×
8.

5

×
23

仮
設

住
宅

以
外

の
対

策
が

求
め
ら
れ

る

6

内
閣
府
中
央
防
災
会
議

首
都
直
下
地
震

避
難
者
対
策
等
専
門
調
査
会
の
試
算

7
（
日

本
経

済
新

聞
10

月
3日

社
会

面
）

内
閣
府
中
央
防
災
会
議

首
都
直
下
地
震

避
難
者
対
策
等
専
門
調
査
会
の
試
算

親
戚
宅
・
知
人
宅
・
会
社
施
設

へ
の
移
動
は
？

賃
貸
住
宅
・
仮
設
住
宅
・

住
宅
喪
失
世
帯
の
分
布
は

?

被
災
世
帯
の
居
住
選
好
は
？

8

東
京
湾
北

部
地

震
M

7.
3（

冬
18

時
、
風

速
3m

）
時
の

住
宅

喪
失

世
帯

数
と
応

急
住

宅
量

の
分

布

0
30

60
15

km

.

1
3
0
,0

0
0

h
o
u
se

h
o
ld

s

pr
e
fa

bs

re
n
ta

l 
h
o
u
si

n
gs

住
宅

喪
失

世
帯

数

仮
設

住
宅

建
設

可
能

数

賃
貸

住
宅

空
家

残
存

数
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復
旧
・
復
興
対
策
に
対
す
る
計
画
研
究

被
害
想
定
の

3つ
の

ス
テ
ッ
プ

–
①
地
震
の
想
定
、
②

物
的

被
害

の
想

定
、
③
社
会
状
況
の
想
定

–
膨
大
な
被
害
を
も
た
ら
す
首
都
直
下
地
震
対
策
を
事
前
検

討
す
る
に
は
、
③

を
進
め
る
必
要
が
あ
る
！

•
復

旧
・
復

興
対

策
に
は

、
被

災
者

の
行

動
特

性
を
把

握
し
、
社

会
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
実

施
す
る
「
実

験
的

ア
プ
ロ
ー
チ
」
が

有
効

未
だ
か

つ
て
経

験
が

無
い
規

模
の

「
復

旧
・
復

興
」
問

題
を
、
社

会
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
用

い
て
、
事

前
に
検

討
す
る

10

目
次

１
．
首

都
直

下
地

震
－

住
宅

被
害

と
復

旧
・
復

興

２
．
社

会
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
応

急
居

住
状

況
予

測

３
．
今

後
の

研
究

課
題

11

応
急
住
宅
選
択
問
題

仮
住
ま
い
の
当
て

親
戚

宅
知

人
宅

社
宅

等

避
難

所
継

続

応
急

仮
設

住
宅

賃
貸

住
宅

住
宅

喪
失

世
帯

家
賃

補
助

有
料
化

被
災
者
生
活
再
建
支
援
法

そ
の
他

12

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調

査
の

実
施

立
地

居
住

ス
ペ
ー
ス

金
銭

条
件

※

※
行
政

補
助

額
は
，
他

の
経
費

（
整

地
費

，
修

繕
費

等
）
と
し
て
利

用
可
能

で
す
．

従
っ
て
，
被

災
状

況
に
応

じ
て
利

用
可

能
額
が

変
動

す
る
可

能
性

が
あ
り
ま
す
．

ア
ン
ケ
ー
ト
回

答
者

・
世

帯
属

性
・
賃

貸
物

件
へ
の

許
容

限
度

意
識

賃
貸

住
宅

空
家

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

行
政

支
援

決
定

C
G

Iプ
ロ
グ
ラ
ム

賃
貸

物
件

抽
出

C
G

Iプ
ロ
グ
ラ
ム

仮
設

住
宅

条
件

設
定

C
G

Iプ
ロ
グ
ラ
ム

W
EB

調
査

画
面

h
tt
p:
/
/
w
w
w
.c
h
in
ta
i.n
e
t/
よ
り
構
築

対
象
地
区
：
1
都
3
県
＋
茨
城
県
一
部

収
集
期
間
：
平
成
1
8
年
9
月
～
1
0
月

収
集
件
数
：
1
4
万
4
9
0
2
件

2
0

0
7
年

1
月

に
，
東

京
湾

北
部

地
震

M
7

.3
で
建
物
被
害
が
見
込
ま
れ
る

全
域
を
対
象
と
し
て
調
査
を
実
施
．

2
8

5
9
票

を
回

収
．

（
）

ロ
ジ
ッ
ト
モ
デ
ル

に
よ
る
定

式
化

（
地

区
ご
と
に
）

佐
藤
慶
一

,中
林

一
樹

，
翠

川
三

郎
：
首

都
圏

大
震

災
後

の
住

宅
喪

失
世

帯
の

応
急

住
宅

選
択

モ
デ
ル

の
構

築
, 

都
市

計
画

論
文

集
N

o.
42

-3
, p

p.
60

1-
60

6,
 2

00
7.

11
. 
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推
定

し
た
地

区
モ
デ
ル

に
よ
る
選

択
確

率
算

出
例

ケ
ー
ス
設

定
１

賃
貸
住
宅

（
駅

ま
で
の

時
間

12
分
、
間
取
り

2D
K、

家
賃

15
万
円
）

仮
設
住
宅

（
駅

ま
で
の

時
間

21
分
、
間
取
り

2D
K、

家
賃

0円
）

住
宅
喪
失
世
帯

（
世

帯
主

年
齢

34
歳
，
世
帯
人
数

3人
，

借
家

，
世

帯
年

収
50

0万
円

台
，
仮

住
ま
い
の

当
て
有

）

46
.5

%

18
.8

%
避
難
所
残
存

そ
の

他
（
親

戚
宅

等
）12

.9
%

21
.8

%
14

住
宅
喪
失
世
帯

（
世

帯
主

年
齢

34
歳
，
世
帯
人
数

3人
，

借
家

，
世

帯
年

収
50

0万
円

台
，
仮

住
ま
い
の

当
て
有

）

仮
設
住
宅

（
駅

ま
で
の

時
間

21
分
、
間
取
り

2D
K、

家
賃

0円
）

賃
貸
住
宅

（
駅

ま
で
の

時
間

12
分
、
間
取
り

2D
K、

家
賃

12
万
円
）

推
定

し
た
地

区
モ
デ
ル

に
よ
る
選

択
確

率
算

出
例

ケ
ー
ス
設

定
2

避
難
所
残
存

そ
の

他
（
親

戚
宅

等
）

45
.4

%

21
.7

%

12
.2

%
20

.7
%

15

住
宅
喪
失
世
帯

（
世

帯
主

年
齢

34
歳
，
世
帯
人
数

3人
，

借
家

，
世

帯
年

収
50

0万
円

台
，
仮

住
ま
い
の

当
て
有

）

仮
設
住
宅

（
駅

ま
で
の

時
間

21
分
、
間
取
り

2D
K、

家
賃

0円
）

賃
貸
住
宅

（
駅

ま
で
の

時
間

12
分
、
間
取
り

2D
K、

家
賃

12
万
円
）

推
定

し
た
地

区
モ
デ
ル

に
よ
る
選

択
確

率
算

出
例

ケ
ー
ス
設

定
2

避
難
所
残
存

そ
の

他
（
親

戚
宅

等
）

42
.5

%

41
.6

%

5.
9%

10
.0

%

家
賃
補
助

8万
円

/月

21
.7

%

16

応
急
住
宅
問
題
の
複
雑
性
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マ イ ク ロ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の フ ロ ー チ ャ ー ト
18

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
過

程
（
は

じ
め

10
0世

帯
）

0

1
5

3
0

4
5

6
0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

検
索

番
号

入居世帯数

仮
設
住
宅

賃
貸
住
宅

避
難

所
そ
の
他

19

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
過

程
（

10
0万

世
帯
）

0

1
0
0
0
0
0

2
0
0
0
0
0

3
0
0
0
0
0

4
0
0
0
0
0

5
0
0
0
0
0

6
0
0
0
0
0

7
0
0
0
0
0

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

700000

800000

900000

1000000

検
索

番
号

入居世帯数

仮
設

住
宅

賃
貸

住
宅

避
難
所

そ
の

他

20

世
帯
年
収
ご
と
の
選
択
結
果

高
年
収
世
帯
（
10

00
万
円
以
上
）
の
半
数

以
上
は
賃
貸
住
宅
を

選
択

避
難
所
残
存
世
帯
の

半
数
以
上
は
、
低
収

入
世
帯
（
50

0万
円
未

満
）
。

0
1
0
0
0
0
0

2
0
0
0
0
0

3
0
0
0
0
0

4
0
0
0
0
0

5
0
0
0
0
0

6
0
0
0
0
0

仮
設
住
宅

賃
貸
住
宅

避
難
所

そ
の
他

3
0
0
万
未
満

3
0
0
-
5
0
0
万
円

5
0
0
-
7
0
0
万
円

7
0
0
-
1
0
0
0
万
円

1
0
0
0
-
1
5
0
0
万
円

1
5
0
0
万
円

以
上
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従
前
居
住
地
区
ご
と
の
選
択
結
果

ミ
ク
ロ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結

果
の

集
計

③

東
京

１
，
２

千
葉
１
，

埼
玉
１
で

避
難
所
残
存

世
帯
が
多
い

地
区
限
定
で
の

仮
設
大
量
供
給

に
よ
り
、

避
難
所
残
存
世
帯

を
低
減
で
き
る
？

0
5
0
0
0
0

1
0
0
0
0
0

1
5
0
0
0
0

2
0
0
0
0
0

2
5
0
0
0
0

3
0
0
0
0
0

東
京

1

東
京

2

東
京

3

東
京

4

東
京

5

東
京

6

神
奈

川
1

神
奈

川
2

神
奈

川
3

埼
玉

1

埼
玉

2

千
葉

1

千
葉

2

千
葉

3

仮
設

住
宅

賃
貸

住
宅

避
難

所
そ
の

他

22

仮
設
・
賃
貸
へ
の
住
居
移
動

埼
玉

5

千
葉

6

茨
城

1

千
葉

4

千
葉

3

千
葉

5

埼
玉

4

東
京

7 神
奈

川
5

神
奈

川
4

千
葉

2
埼

玉
3

東
京

6

埼
玉

2

神
奈

川
3

埼
玉

1

東
京

5

神
奈

川
1

神
奈

川
2

千
葉

1

東
京

3
東

京
2

東
京

1

東
京

4

1
7
,0

0
0

東
京

1

東
京

2

東
京

3

東
京

4

東
京

5

東
京

6

神
奈

川
1

神
奈

川
2

神
奈

川
3

埼
玉

1

埼
玉

2

千
葉

1

千
葉

2

千
葉

3

埼
玉

5

千
葉

6

茨
城

1

千
葉

4

千
葉

3

千
葉

5

埼
玉

4

東
京

7 神
奈

川
5

神
奈

川
4

千
葉

2
埼

玉
3

東
京

6

埼
玉

2

神
奈

川
3

埼
玉

1

東
京

5

神
奈

川
1

神
奈

川
2

千
葉

1

東
京

3
東

京
2

東
京

1

東
京

4

1
7
,0

0
0

東
京

1

東
京

2

東
京

3

東
京

4

東
京

5

東
京

6

神
奈

川
1

神
奈

川
2

神
奈

川
3

埼
玉

1

埼
玉

2

千
葉

1

千
葉

2

千
葉

3

23

政
策

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

ケ
ー
ス
設

定

ケ
ー
ス
１
：
行
政
支
援
無
し

ケ
ー
ス
２
：
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
（

20
04

年
度

改
正
版
）

ケ
ー
ス
３
：
仮

想
家

賃
補

助
１
（

5万
円
／
月
）

ケ
ー
ス
４
：
仮

想
家

賃
補

助
２
（

10
万
円
／
月
）

ケ
ー
ス
５
：
全

空
家

の
行

政
に
よ
る
借

り
上

げ
無

償
提
供

仮
設
住
宅
の
建
設
・
維
持
管
理
・
撤
去
の
費
用
（
約

50
0万

円
／
戸
）

2ヵ
年

の
賃

貸
家

賃
補

助
10

万
円
×

24
ヶ
月
＝

24
0万

円
（
約

50
％
）

24

政
策

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結

果

政
策

に
よ
り
大

き
な
変

動
が

見
ら
れ

た
。

–
賃

貸
が

最
大

25
万

世
帯

増
加

–
避

難
所

残
存

、
そ
の

他
（
親

戚
宅

等
）
が

減
少

。

全
空
家
を
「
借
上
げ
」
？

–
コ
ス
ト
の

制
約

（
人

的
、
資

金
的

）

「
仮
設
住
宅
」
「
借
上
げ
」
「
家
賃

補
助
」
を
組
み
合
わ
せ
た
新
た

な
応
急
居
住
支
援
の
あ
り
方

–
避

難
所

の
早

期
解

消

–
既

存
ス
ト
ッ
ク
の

活
用

–
コ
ス
ト
削

減
（
よ
り
リ
ッ
チ
な
本

格
再

建
支

援
へ

）
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0
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3
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,0
0
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2
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5
8
,6
0
2
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2
2
,0
0
0

5
1
9
,8
5
9

1
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3
,5
9
3

2
1
4
,1
9
6

1
2
2
,0
0
0

4
8
1
,9
8
3

1
8
2
,8
7
8

2
2
2
,7
8
7

0
2
00
,0
00

4
0
0,
0
0
0

60
0
,0
0
0

8
00
,0
00

1
,0
00
,0
00

c
a
se
1

c
a
se
2

c
a
se
3

c
a
se
4

c
a
se
5

仮
設

賃
貸

避
難

所
そ
の
他

よ
り
賢

い
政

策
（

Sm
ar

t P
ol

ic
y）

を
い
か

に
設

計
す
る
か

？
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シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
か

ら
の

政
策

的
な
知

見

行
政
支
援
（
家
賃
補
助
、
借
上
げ
）
が
、
応
急
居
住
期
の
賃

貸
入
居
数
に
も
た
ら
す
イ
ン
パ
ク
ト
は
大
き
い
。

避
難
所
残
存
世
帯
と
は
誰
な
の
か
を
見
極
め
て
、
そ
の
世
帯

へ
の
支
援
策
（
家
賃
補
助

or
仮
設

or
・
・
・
）
を
考
え
る
べ
き
。

賃
貸
空
家
を
積
極
的
に
活
用
す
る
と
、
大
規
模
な
住
居
地
移

動
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
阪
神
で
重
要
視
さ
れ
た
「

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」
は
拡
散
し
て
し
ま
う
？

26

目
次

１
．
首

都
直

下
地

震
－

住
宅

被
害

と
復

旧
・
復

興

２
．
社

会
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
応

急
居

住
状

況
予

測

３
．
今

後
の

研
究

課
題
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今
後
の
研
究
課
題

最
適

な
応

急
住

宅
政

策
の

検
討

応
急

住
宅

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

拡
張

–
瓦
礫
用
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
扱
い

–
「
半
壊
」
の
扱
い

•
自

宅
の

修
理

、
賃

貸
空

家
の

半
壊

は
？

–
家
賃
変
動
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
、
大
家
の
貸
し
出
し
行
動

住
宅

復
興

フ
レ
ー
ム
の

扱
い

–
阪
神
・
淡
路
か
ら
「
仮
想
状
況
設
定
」
の
生
成

–
被
災
者
生
活
再
建
支
援
法
の
改
正
が
も
た
ら
す
影
響
は
？

28

阪
神
・
淡
路
大
震
災
時
の
民
間
賃
貸
住
宅

震
災
か
ら

2年
半
を
経
過
し
て
､民

間
賃

貸
住

宅
は

過
剰

感
も
あ
っ
て
空

き

家
も
目

立
ち
､再

建
し
た
家

主
に
は

厳
し
い
状

況
に
あ
る
こ
と
が

指
摘

さ
れ

た
｡

新
築
・
再
建
さ
れ
た
民
間
賃
貸
住
宅
の
家
賃

は
､大

き
な
被

害
を
受

け
た
文

化
住

宅
や

長
屋

の
家

賃
に
比

べ
て
高
騰
し
た
｡単

身
世

帯
､高

齢
世

帯
で

家
賃
の
負
担
が
難
し
い
世
帯
に
対
し
て
は
家
賃
負
担
の
軽
減
策
が
と
ら
れ

る
こ
と
と
な
っ
た
｡

民
間

賃
貸

マ
ン
シ
ョ
ン
も
供

給
過

剰
と
な
っ
て
入

居
率

・
賃

料
が

低
下

｡市
場

が
正

常
化

す
る
た
め
に
は

10
年

か
か

る
と
の

指
摘

も
あ
る
｡

国
土
庁
「
阪
神
・
淡
路
大
震
災
教
訓
情
報
資
料
集
」
よ
り

→
首

都
直

下
地

震
後

に
は

、
賃

貸
家

賃
は

ど
の

程
度

高
騰

す
る
の

か
？

→
被
災
し
た
大
家
へ
の
支
援
が
必
要
？

補
足
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首
都
直
下
地
震
に
よ
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害

山
崎
文
雄

東
京
工
業
大
学
特
任
教
授

千
葉
大
学
大
学
院
教
授
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首
都
直
下
地
震
に
備
え
る

第
１
回
公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
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目
次

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
地
震

首
都
直
下
地
震
に
よ
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害
と

機
能
支
障

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
地
震
防
災
対
策
は
？

市
民
の
自
衛
対
策
は
？

3

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
は
？

都
市
機
能
と
都
市
生
活
を
維
持
す
る
た
め
に
不
可
欠
な

シ
ス
テ
ム
群
．

①
エ
ネ
ル
ギ
ー
：
電
力
，
都
市
ガ
ス

②
水
：

水
道
，
下
水
道

③
情
報
通
信
：
電
話
，
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

④
交
通
網
：

道
路
，
鉄
道

4

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
・

シ
ス
テ
ム
の
構
成

被
災
箇
所



5

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
特
徴

①
広
い
範
囲
に
わ
た
っ
て
線
的
・
面
的
に
構
築
さ
れ
る

②
多
数
・
多
種
類
の
構
造
物
が
，
有
機
的
に
つ
な
が
っ
て

１
つ
の
シ
ス
テ
ム
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
を
成
す

③
企
業
活
動
や
市
民
生
活
に
直
接
的
に
深
く
か
か
わ
る

---
>
地
震
時
に
最
も
壊
れ
や
す
く
，
影
響
が
大

6

■
水
道
の
年
間
給
水
量
の
推
移

（
上
水
道
＋
簡
易
水
道
＋
専
用
水
道
の
合
計
）
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■
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市
ガ
ス
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売
量
の
推
移
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口
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00
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00
0 19
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70
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80
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00

20
10

20
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■
日
本
の
人
口
推
移

■
家
庭
用
電
力
消
費
の
推
移
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病
院
は
な
ぜ
動
け
な
か
っ
た
か
？

診
療
機
能
を
低
下
さ
せ
た
主
原
因

診
療
可
能
状
況

阪
神
・
淡
路
大
震
災
時
の

兵
庫
県

18
2病
院
に
対
す
る
調
査

日
経
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ

19
95

.7
.1

7
8

阪
神
・
淡
路
大
震
災
に
お
け
る

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
復
旧
曲
線

ht
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b.

sh
ib
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jp
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q-

ne
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ho
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e/

in
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供給停止の回復状況(%)

水
道
，
ガ
ス
な
ど
，
埋
設
型
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
復
旧
に
は
時
間
が
か
か
る
．
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ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
途
絶
は
市
民
生
活
へ
の
影
響
大
（
断
水
の
例
）

10

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
相
互
依
存
性
に
よ
る
被
害
連
鎖

停
電
→
信
号
消
え
る
→
道
路
交
通
マ
ヒ

道
路
・
水
道
・
ガ
ス
・
電
気
・
通
信

道
路
・
水
道
・
ガ
ス
・
電
気
・
通
信

機
能
的
な
被
害
波
及

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
同
時
被
災

復
旧
作
業
の
錯
綜

複
合
的
な
被
害
波
及

ガ
ス
漏
れ
・
断
水
・
道
路
マ
ヒ
→
市
街
地
火
災

11

目
次

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
地
震

首
都
直
下
地
震
に
よ
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害
と

機
能
支
障

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
地
震
防
災
対
策
は
？

市
民
の
自
衛
対
策
は
？

12

首
都
地
域
の
特
性
と
直
下
地
震
の
影
響

首
都
地
域
の
特
性
と
課
題

人
，
も
の
，
金
，
情
報
の
集
中

交
通
，
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
中
枢
機
能

災
害
に
脆
弱
な
都
市
構
造

（
密
集
市
街
地
、
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
不
足
）

首
都
地
域
の
直
接
被
害

日
本
全
国
・
海
外
に
影
響
波
及

首
都
地
域
の
生
活
・
産
業
・
経
済
の
混
乱

首
都
直
下
地
震
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f

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
被
害
に
よ
る
供
給
支
障

（
東
京
湾
北
部
地
震

M
7.

3）

14

企
業
中
枢
の
首
都
地
域
へ
の
集
中
と
直
接
・
間
接
被
害

①
従
業
者
の
被
災
に
よ
る
企
業
活
動

の
機
能
支
障

②
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
寸
断
に
よ
る
製
造

ラ
イ
ン
の
機
能
停
止

③
交
通
網
の
寸
断
に
よ
る
物
資
等
の

配
送
機
能
停
止

①
本
社
等
の
建
物
被
害

②
情
報
機
器
等
の
被
害

③
製
造
拠
点
・
研
究
施
設
の
被
災

④
業
務
に
必
要
な
情
報
の
喪
失

直
接
被
害
（
一
次
災
害
）

間
接
被
害
（
二
次
災
害
）

15

直
接
被
害
と
間
接
被
害
の
割
合

首
都
直
下
地
震
は
間
接
被
害
の
割
合
が
高
い
。
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首
都
停
電

医
療

物
流

ガ
ス

鉄
道

電
力

航
空

行
政

サ
ー
ビ
ス

東
京
メ
ト
ロ

Ｊ
Ｒ
京
葉
線

ゆ
り
か
も
め

小
田
急
電
鉄

京
浜
急
行

都
営
地
下
鉄

東
京
臨
海
高
速
鉄
道

京
王
電
鉄

東
京
モ
ノ
レ
ー
ル
線

東
急
電
鉄

Ａ
Ｔ
Ｍ

日
経
平
均
株
価

金
融

情
報
通
信

水
道

そ
の
他

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ

ソ
フ
ト
バ
ン
ク

Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ

道
路

東
京
デ
ィ
ズ
ニ
ー
ラ
ン
ド

コ
ン
ビ
ニ

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

セ
ブ
ン
銀
行

三
菱
東
京
Ｕ
Ｆ
Ｊ

み
ず
ほ
銀
行

り
そ
な
銀
行

信
号

変
電
所

病
院

給
水
所

下
水
処
理
施
設

20
06

.8
.1

4 
首
都
圏
大
規
模
停
電
の
影
響
範
囲
の
概
略

（
岐
阜
大
学
能
島
暢
呂
教
授
に
よ
る
）

計
35
万
人

に
影
響
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東
京
ガ
ス
の

S
U

P
R

E
M

E
に
よ
る
観
測
震
度
分
布

20
05

 年
7月

23
 日
千
葉
県
北
西
部
地
震

関
東
地
方
で
は
約
６
万
４
千
台
の
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
が
停
止

影
響
人
員
は
東
京
メ
ト
ロ
９
３
万
４
千
人
、
Ｊ
Ｒ
東
日
本
４
５
万
８
千
人

東
京
ガ
ス
に
問
い
合
わ
せ
が

1万
21

00
件

1
0
0
k
m

水
戸

宇
都
宮

小
山

足
利

桐
生 熊
谷

前
橋

崎

千
葉

船
橋

大
宮
浦
和

所
沢

東
京

川
崎

横
浜

相
模
原

横
須
賀

鎌
倉

小
田
原

熱
海

伊
東

館
山

秩
父

筑
波
山

鹿
野
山

清
澄
山

赤
城
山

山

丹
沢
山

根
山

城
山

遮
断
し
た
マ
イ
コ
ン

メ
ー
タ
ー
の
位
置

M
=6

.0

18

首
都
直
下
地
震
で
は
大
量
の
帰
宅
困
難
者
が
発
生
す
る

一
斉
に
帰
宅
行
動
を
と
る
と
大
混
乱

企
業
が
自
社
従
業
員
を
収
容

安
否
確
認

徒
歩
で
の
帰
宅
，
船
舶
の
利
用
な
ど
も
準
備

20
03
年
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
大
停
電

６
５
０
万
人

（
内
閣
府
：
首
都

直
下
地
震
）

20
05

.7
.2

3地
震
に
よ
る

高
田
馬
場
駅
（
渡
辺
実
氏
提
供
）
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目
次

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
地
震

首
都
直
下
地
震
に
よ
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害
と

機
能
支
障

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
地
震
防
災
対
策
は
？

市
民
の
自
衛
対
策
は
？
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ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
特
性
を
利
用
し
て

災
害
対
応

ル
ー
プ
化 ブ
ロ
ッ
ク
化

多
ル
ー
ト
化

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

地
区
ガ
バ
ナ

中
圧
導
管

低
圧
導
管

ブ
ロ
ッ
ク
バ
ル
ブ

ブ
ロ
ッ
ク
バ
ル
ブ

例
）
山
手
線

例
）
高
速
道
路

と
国
道

例
）
都
市
ガ
ス
，
水
道

例
）
水
道
と
井
戸
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20
04
年
新
潟
県
中
越
地
震
に
よ
る
迂
回
ル
ー
ト

ht
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赤
字
路
線
も
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
効
果
を
示
す
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先
進
的
な
防
災
対
策
の
事
例

都
市
ガ
ス
供
給
網
の
地
震
時
安
全
対
策

先
進
的
な
防
災
対
策
の
事
例

都
市
ガ
ス
供
給
網
の
地
震
時
安
全
対
策

低
圧
導
管

 

放
散
塔

 
ガ
ス
工
場

 

防
災
・
供
給
セ
ン
タ
ー

中
圧
導
管

 ガ
バ
ナ

ｽ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

 

マ
イ
コ
ン

メ
ー
タ
ー

 
遮
断

 

高
圧
導
管

 

感
震

 
自
動
遮
断

 
製
造
・
送
出

停
止

 

地
区
ガ
バ
ナ

 

放
散
塔

 

上
空
放
散
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S
I値
・
加
速
度

液
状
化

3
,7
0
0
ヶ
所

ガ
バ
ナ
遮
断
状
況

S
I値
・
加
速
度

液
状
化

3
,7
0
0
ヶ
所

ガ
バ
ナ
遮
断
状
況

東東
京京
ガガ
スス

防防
災災
・・
供供
給給
セセ
ンン
タタ
ーー

京京
葉葉
ガガ
スス

供供
給給
地地
域域

★

2
0
0
7
年
更
新
完
了

2
0
0
7
年
更
新
完
了

地
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パネルディスカッション 

～首都直下地震に備える～ 

 

 

議論のねらい 

司会 梶 秀樹 

東京工業大学都市地震工学センター特任教授 

 

 

地震の被害は、単に生命や怪我の危険があるとか、建物が倒壊し、あるいは火災で焼失して

財産がなくなるといった直接的な被害だけではありません。本当の被害は、地震の揺れがおさ

まってから始まるといっても過言ではありません。むしろ圧倒的多数の被災者の苦しみは、地

震の直後から生活が元に戻るまでの間、場合によってはその後もずっと続いてゆきます。 

家が倒壊・破損した場合の避難場所や仮設住宅での不便な生活はもちろんのこと、家が無事

であっても電気や水道やガスのない生活を数か月は我慢しなければなりません。地震の恐怖は、

極度に神経をすり減らし、ちょっとした余震にも過剰に反応する精神状態になるでしょう。家

族や知り合いの不幸に耐えながら、それでも生活の再建を進めていかなければならないのです。

家の補修や家財の買い替えのため、新たな出費が負担として大きくのしかかってくることも考

えられます。昔の法律で建てられた家であったり、借家であったり、マンションの区分所有で

あったりする場合には、再建にあたり法律の壁が立ちふさがることも稀ではありません。 

こうしたことを考えると、地震の直接的な被害を軽減する努力だけではなく、地震後の生活

再建に対しても相応の準備をしておかなければならないことがわかります。とは言っても、そ

の準備は、殆どの場合一人はできません。避難場所や仮設住宅での不便な生活を凌ぐには、周

りの人たちとの助け合いが不可欠です。恐怖を和らげ、悲しみを支えてくれるのは隣人の励ま

しでしょう。生活再建のための出費には行政の財政支援が頼りです。復興に関わる法律の壁に

は、地域住民が団結して、地区計画や共同建て替えなどをまとめなければ容易にはクリアでき

ません。つまり、「自助」「共助」「公助」の組み合わせによって対処する必要があると言えま

す。 

今回のパネル・ディスカッションは、こうした地震後の生活再建を見据えた防備の在り方に

焦点を当てたものです。４人のパネリストにお話しいただく内容は、それぞれのお立場から「公

助」の体制について、「共助」のあり方について、「共助」の具体的事例について、「自助」の

可能性について、というように、一応順を追って全体を網羅しています。しかし、もちろん今

回の話だけで全てがカバーできているわけではありません。とりわけ「共助」については、阪

神・淡路大震災以降、その重要性が広く認識され始めたため、現在さまざまな取り組みが行わ

れており、試行錯誤が続いております。その意味では、このパネル・ディスカッションで、会

場の皆さんと深く意見を交換し、新たな可能性を見出したいと思っております。 



首都直下地震に対する取り組みについて 

池内 幸司 

内閣府 参事官（地震・火山対策担当） 

 

 
１． 被害想定 

首都地域において、次の海溝型地震が発生するまでの間にマグニチュード７クラスの「首都

直下地震」が数回発生することが予想されており、その切迫性が指摘されている。東京湾北部

地震（冬 18 時・風速 15m/s）のケースでは、死者数約 1,1000 人、全壊・焼失建物は約 85 万

棟、経済被害は約 112 兆円と想定されている。 

 

２． 首都直下地震対策大綱 

被害想定結果を踏まえ、予防段階から発災後の全ての段階において各主体が行うべき対策の

マスタープランである「首都直下地震対策大綱」が、平成 17 年 9 月に中央防災会議で決定さ

れている。 

首都地域は，政治中枢，行政中枢，経済中枢といった首都中枢機能が極めて高度に集積し，

かつ人口や建築物が密集している。このような首都地域において，大きな地震が発生した場合，

災害発生後，都県境を超えた広域的な災害応急対策に不可欠な政治・行政機能や，我が国の経

済中枢機能などの首都中枢機能の継続性の確保が課題となる。さらに，他の地域と比べ格段に

高い集積性から人的・物的被害及び経済被害は甚大なものとなると想定され，その軽減策の推

進は我が国の存亡に関わる喫緊の根幹的課題である。首都直下地震対策大綱では，このような

「首都中枢機能の継続性の確保」と「膨大な被害への対応」を対策の柱としている。 

首都中枢機能は，政治，行政，経済の枢要部分を担う「首都中枢機関」，首都中枢機関の機

能を支える基礎的な条件である「ライフライン・インフラ」，ライフライン・インフラを経由

して供給される「ヒト，モノ，金，情報」から構成される。首都中枢機能は，特に発災後 3 日

間程度の応急対策活動期においても，途絶することなく，継続性が確保されることが求められ

る。そのため，発災後 3 日間程度を念頭において，果たすべき機能目標を明確化し，それを

周知徹底するとともに，達成するための事前の予防対策と事後の応急対策を重点的に実施する。 

建築物の揺れによる被害は，死者発生の主要因であり，さらに出火，火災延焼，避難者の発

生，救助活動の妨げ，がれきの発生等の被害拡大の要因でもある。膨大な被害量をできる限り

減少させるためには，「建築物の耐震化」に重点的に取り組むことが肝要である。 

 

３． 首都直下地震の地震防災戦略 

期限を定めて定量的な減災目標を設定し、減災目標を達成するために必要な数値目標及び具

体的な実現方策等を定めた「首都直下地震の地震防災戦略」が、平成 18 年 4 月に中央防災会

議で決定されている。地震防災戦略においては、減災目標として、「今後 10 年間で死者数を半

減、経済被害額を４割減させる」こと等を掲げ、住宅・建築物の耐震化、密集市街地の整備、

初期消火率の向上、緊急輸送路の橋梁の耐震補強、企業の事業継続の取り組みの推進などの具

体的な実現方策について数値目標が示されている。 

 



４． 首都直下地震応急対策活動要領 

首都直下地震発生時の広域対策を迅速かつ的確に講じるため、災害発生時における主として

政府の広域的活動の手続き、内容等を具体化した「首都直下地震応急対策活動要領」が、平成

18 年 4 月に中央防災会議で決定されている。本要領においては、政府の活動体制，首都中枢

機能継続性確保のための活動，救助・救急・医療活動，消火活動，緊急輸送のための交通の確

保・緊急輸送活動，食料・飲料水・生活必需品等の調達・供給等について，活動内容や手続き，

各省庁等の役割分担等を定めている。 

 

５． 避難者・帰宅困難者対策の検討 

首都直下地震では，膨大な数の避難者及び帰宅困難者が発生することが想定されている。首

都直下地震対策大綱では，避難者対策として，避難所への避難者を減らす対策，避難収容体制

の整備，食料・飲料水及び生活必需品の確保，多様な応急住宅提供メニューの提示，被災者支

援策等の情報提供が掲げられている。また，帰宅困難者対策については，一斉帰宅行動者を減

らす対策，特に「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者に対する基本原則の周知・徹

底，安否確認システムの活用，徒歩帰宅支援及び搬送等が提示されている。これらに対する具

体的な対策については、中央防災会議に「首都直下地震避難対策等専門調査会」が設置され、

現在鋭意検討が進められているところである。 

 

６． 中央省庁業務継続計画の策定 

首都直下地震発生時に，中央省庁は，自らも被災する可能性があるなど厳しい条件の下で，

直ちに災害応急対策業務等を開始するとともに，一定範囲の通常業務を継続することが強く求

められる。中央省庁の業務継続計画の策定を支援するため，内閣府では，「中央省庁業務継続

ガイドライン」を平成 19 年 6 月に策定した。本ガイドラインでは，中央省庁が，地震発生時

に生じる事態を的確に想定し，優先して実施すべき業務を抽出 

し，人員等の確保や手続きの簡素化，指揮命令系統の明確化等の措置を講じるための方法等

をとりまとめている。 このガイドラインを踏まえて，各省庁は，今後 1 年程度を目途に，

業務継続計画の策定に取り組んでいくこととしている。 



３段階の首都直下地震対策 

―防災・減災・復興― 

中林 一樹 

東京工業大学都市地震工学センター特任教授 

首都大学東京都市環境科学研究科教授 

 

 

１． スーパー都市災害「首都直下地震」とは 

首都直下地震の被害想定（中央防災会議 2005）によると、冬の夕方、風の強い（風速 15m）

日に発生すると、建物直接被害が 85 万棟（65 兆円）、間接的は経済損失が 47 兆円という。建

物被害は揺れにともなう全壊が 20 万棟、火災による被害が木造密集市街地を中心に 65 万棟に

及ぶと想定している。その結果、150 万世帯が住宅を失い、直後には 460 万人が避難生活を余

儀なくされ、応急仮設住宅だけでは対応し得ない仮居住生活の必要が出てくる。そして復旧・

復興の遅れは、被災者の生活回復・住宅再建を遅らせ、経済被害の損失を拡大させよう。 

２． 地震対策の３段階 

地震対策の第１段階の対策は「被害予防対策」である。地震が発生する前に実践して発災時

の直接被害を軽減する対策で、建物の耐震補強や不燃化・難燃化である。人的被害の軽減には、

家具の固定などの室内での耐震の取り組みも重要である。 

第２段階の対策は、発災直後の対応活動による「被害軽減対策」である。壊れた家から人々

を救出救助し、消火活動を行い、災害の拡大を防ぎ被害を軽減する対策である。 

そのために、地域社会では従来から消火訓練や避難訓練などの防災訓練をしてきた。しかし、

自宅の避難ルートを確保するために自宅の家具の配置や固定を工夫する取り組みや、ブロック

塀を倒れないフェンスや生垣に変えたり、狭隘道路を拡幅整備したり、その地下に水槽を埋め

込んだ防災広場を整備するような「防災まちづくり」は、事前に行う震災対策であり、第一段

階の被害予防の取り組みを含めたものとなっている。しかし、むしろ整備し確保した道路や広

場という安全活動空間を使って、第２段階の対策である発災後の対応活動を容易にし、被害軽

減を可能とする。これが「防災まちづくり」の重要な意義なのである。 

第３段階の対策は、直接被害の拡大を防いだ後に発生する関連死や経済的損失などの間接被

害の軽減対策である。避難所や応急仮設住宅での運営のあり方は、関連死を出さないための対

策でもあり、迅速な経済復興が被災者の収入を確保し、被災者の避難所や応急仮設住宅での生

活が、彼らに復興に向かう前向きな気持ちを持たせる。 

さらに、繰り返す首都直下の地震に対しては、基盤未整備な密集市街地では、最低限の市街

地基盤を確保していく都市復興も重要な課題である。それらの総合的な復興対策は、経済損失

を含む間接被害の軽減対策なのである。 

３． 新しい取り組み：東京の事前復興対策 

東京都だけでも阪神･淡路大震災の被害の５倍にも及ぶ被害から、阪神･淡路大震災と同じ復

興時間で東京を復興させようという、事前復興対策に取り組んでいる。 

①1997 年に策定し 2003 年に改定したのが『震災復興マニュアル』、である。東京都の職員



が復旧復興にあたって採るべき対策を事前検討し役割分担し、制度の変化に対応するためにバ

インダー加除式としている「震災復興マニュアル・施策編」がある。これに基づいて、1998

年以来 10 回目を数える「復興対策図上訓練」を継続している。これは、都が主催して区市長

村の復興担当部部課の職員が参加して、都市復興を中心に復興対策検討のための「被災調査」

と、想定被災に対する「復興基本計画（素案）」を策定する訓練である。この訓練を通して、

施策にも習熟しておくと同時に、区市長村にも、復興対策の事前整備に取り組むことを期待し

ているのでもある。 

②同時に、復興体制の事前対応として、「東京都震災復興検討会議」が事前設置されている。

これは、外部の専門家による委員会で、復興が必要な大震災が発生すると、復興の最初の段階

でこの検討会議が招集され、復興対策の検討が始めることになっている。 

③膨大な被害からの復興は、行政だけの取り組みでは全く不可能である。そこで「地域力」

との協働の取り組みを目指す「地域協働復興」を提案し、その実践のために地域社会の居住者

とともに行う復興の進め方をとりまとめ、公表しているのが「震災復興マニュアル・プロセス

編」である。その習熟のために、2003 年に都と東京都立大学とでモデル的に行った「復興ま

ちづくり模擬訓練」は、2004～2006 年の東京都の事業「震災復興市民組織育成事業」によっ

て、これまでに 15 市区 26 回（19 地区）で行ってきた。 

④マニュアルでは、地域での復興は「地域協働復興」によって、計画策策定の段階からの地

域参加を前提としているが、東京都としてはどのような復興都市づくりを目指すべきか。これ

を取りまとめたのが「震災復興グランドデザイン(2001)」である。被害想定を基礎に、現状の

都市整備と課題および将来構想などを加えて、目指すべき都市像とその実現のための仕組みを

検討したものである。これも事前に公表され、都民との共有を図っている。 

４． 首都直下地震も「一人の市民の取り組み」から 

このような事前復興の取り組みは、東京では災害時に、都市復興を含む地域ぐるみでの取り

組み『復興まちづくり』が必ず必要になるであろうという予測に基づいている。その街とは、

最も脆弱で、被害の集中的な発生が危惧されている木造密集市街地である。 

そして、それらの地域は、事前に「防災まちづくり」を進めなければならない地区なのであ

る。つまり、地域社会が主体的に取り組み、行政と協働で実践している「まちづくり」活動が

平時に進展していれば、一人の市民の耐震補強・家具の固定から始まる事前の被害軽減も可能

とし、そのまちづくりで整備した道路や広場を活用して発災後の災害対応も可能となり、地域

まちづくり組織の存在が迅速な復興も可能とするのである。 

85 万棟の建物被害も一人の市民の取り組みによって被害を軽減し、そしてまちづくり活動

によって災害対応も復興の課題も克服できるのである。 
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１． 危機意識の欠如 

横浜市では、震災対策について、「横浜市防災計画～震災対策編～」及び１８区ごとの「区

防災計画～震災対策編～」を策定している。長年、防災対策に関わり、市防災計画の策定にも

携わってきた者として、いざというときには、これらの計画に定められた「動員計画」通りに

職員が動き、体制が確立するものと考えていた。しかし、平成１７年７月２３日に発生した千

葉県北西部を震源とする地震の際、動員計画上 100％であるはずの動員率は、市役所全体では

わずか 25.2％、区役所としては最高の動員率であった鶴見区においても、23.9％にしか達し

なかった。市職員に限ったことではない。震度５弱で開設されるべき地域防災拠点を開設した

地域は皆無であった。阪神淡路大震災の教訓を活かし、どの都市よりも綿密に組み立てられて

いたはずの横浜の震災対策は有名無実と化していたのである。まさに「危機意識の欠如」を痛

感した地震体験であった。 

２． 問われるリーダーの資質 

災害対策は平時にはその効果が見えにくい。したがって、首長が政策として大々的にＰＲす

る要素にはならない。このため、「災害対策は重要」と唱えながらも、十分な対策を講じない

リーダーも存在する。しかし、本来、災害対策は、市民の命と暮らしを預かる者として、最も

重視すべき政策なのである。この１０年余に発生した震災で、阪神淡路の教訓が生かされなか

ったのは災害対策が重視されてこなかった証ともいえよう。予算も人も投入して、市民の命を

守るための対策を重視する決断ができるか否か…まさに、リーダーとしての資質が問われる課

題である。 

３． 自助・共助・公助機能確立の秘訣 

鶴見区では、この３年、精力的に災害対策を進めてきた（別添「地域防災力向上を目指して」

参照）。東京工業大学・翠川教授の分析をもとに地域防災拠点開設基準を震度５弱から６弱に

変更するなど、科学的な根拠に基づく対策、あるいは、防災キャラバン隊など地域に密着した

取組を実践してきた経験から学んだのは、第１に「災害対策はプロが行うものではない」とい

うこと。例えば、福祉分野で活動している人々が災害時にどう動くかで、要援護者救援の正否

は決まる。災害対策本部の要員だけでは、地域を守ることはできないのだ。第２に学んだのは

「汗をかかなければ伝わらない」ということ。地域に足繁く通い、地域の自主的な防災活動の

重要性を訴え、時には対立もしながら、真剣に取り組むことによって、築かれる信頼関係があ

ってこそ、いざというとき、地域を指揮することが可能となる。理論や言葉だけでは、人は動

かない。そして、第３に「継続は力なり」ということ。鶴見区にとって地域における防災リー

ダーの育成は大きな課題だが、一朝一夕には実現しない。しかし、芽は出つつある。繰り返し、

ねばり強く取り組むことによって、道は必ず拓ける。忘れた頃にやってくる災害から地域を守

るためには、一過性ではない継続的な取組が必要なのである。自助・共助・公助それぞれを機

能させる秘訣は、顔の見える関係性の構築と継続性にある。今後もそのことを肝に銘じて、災

害対策に取り組んでいきたい。 
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地震荷重下で建築構造物が倒壊・崩壊せずに、人命の安全が確保されることは最低限保証さ

れなければならないことである。建築構造物が倒壊すると、震災時の被害を拡大するばかりで

なく、交通を妨げるなどにより震災後の復旧活動等にも支障をきたす。ここでは、建築構造物

の中でも木質戸建住宅の耐震性を高めるための方法とその実施状況を紹介し、東工大グループ

としての取り組みも紹介する。 

わが国の建築構造物の大半は、木質戸建住宅であり、国の推計によると 2450 万戸の木質戸

建住宅のうち約 1150 万戸の耐震性が不足するといわれている。これら既存不適格の木質戸建

住宅を耐震改修して高耐震化することは重要なことである。 

しかしながら、耐震改修は実際のところあまり進んでいない。耐震改修にいきつく前にまず、

個々の住宅の耐震性を判断する耐震診断を受けることから始まる。耐震診断を受けて、耐震性

が不足することがわかっても、実際に耐震改修が行われるのは 29％（平均施工単価は約 128

万円）ほどである。この原因はいくつか考えられると思うが、耐震安全性への意識の低さや、

耐震改修メニューの少なさ、耐震改修費用の高さなどがある。地震が起こらなければ、耐震改

修をしなくても倒壊しないし、いつ地震がくるかはっきりわからないことも大きな要因になっ

ていると考えられる。木耐協（日本木造住宅耐震補強事業者協同組合）のアンケート調査によ

ると木造住宅1戸あたり100万円以下なら耐震改修して保守してもよいというアンケート結果

がある。耐震改修メニューや補助金制度を充実させ、費用対効果を高めることで耐震改修を促

進することが必要である。耐震改修費用を負担することへの抵抗感を減らすために、最近では、

リフォーム時にあわせて耐震診断・補強を行うことが行われており、これにより耐震改修の促

進に効果があることも報告されている。 

耐震改修による建物の耐震性の変化を、施主に分かり易く説明することも重要である。耐震

補強した際の建物のグレードを明確に示すためには、それを精確に把握できるだけのしっかり

した検証データが必要であり、この努力が欠けている場合も多いのが現状である。東工大グル

ープで開発した財産保持性まで目指した木質構造制振壁は、一般的な補強と同程度以下の費用

でそれを実現可能な方法である。多くの実験データにより検証しており、壁としてのグレード

を明確に示すことができる。また開発当初から、金物メーカーと共同で研究開発を進めており、

近々商品デビューする予定もある。 

最近のニュースによると、政府は住宅の耐震改修補助制度を 2008 年度から大幅に拡充する

方針を決めた具体的な拡充策は〈１〉住宅密集地で道路に面し、倒壊すれば通行を妨害する恐

れがある家屋などに限っている条件を撤廃する〈２〉補助率を改修費の約１５・３％（国と地

方自治体が約７・７％ずつ）から２３・０％（同１１・５％ずつ）に引き上げる ― の２点

が柱となっている。耐震改修促進のためには、このような国の後押しも必要である。 

 




